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1. はじめに 

独立行政法人 日本原子力研究開発機構（原子力機構）は，地層処分の長期的な安全確保

と事業全体に対する信頼を支えるために，研究開発成果を知識基盤として整備し，長い事業

期間を通じて，これを常に最新の科学技術的知見を取り込んだ形で事業実施主体や規制関連

機関などのステークホルダーに継続的に提供していくことができるよう，知識マネジメント

システムの開発を行なっている。ここでは，これまでに進めてきた知識マネジメントシステ

ムの基本概念の構築とそれに基づくマネジメント機能および知識ベースの基本設計について

概要を紹介し，深地層の研究施設計画においてこれまでに得られた研究開発成果の知識化に

関するアプローチについて述べる。 

 

2. 知識マネジメントシステムの開発 

処分事業の実施主体や安全規制機関など，地層処分計画に関わるステークホルダーは，長

期的な安全性を示す論拠（セーフティケース）の構築や地層処分計画の様々な段階における

意思決定において，多様な技術的情報やデータ，経験やノウハウなどの知見（これらを一括

して「知識」と呼ぶ）を用いる。このような知識は，長い事業期間を通じ，ステークホルダ

ーの要望に沿ってタイムリーに提供されることが必要である。一方，研究開発においては，

過去に蓄積された知識に基づいて，最新の科学技術的知見を取り込みながら新たに必要とな

る知識を適切かつ効率的に生産していくことが重要となる。こうした観点から，知識マネジ

メントシステムの開発おいては，研究開発の成果として蓄積された知識だけではなく，実際

の研究開発の場における組織的な取り組みとして従来行われてきた個々の研究者が知識を創

出，共有，活用，統合，継承する作業を，最新の IT 技術を適用しながら体系的に管理するこ

とを目指している。 

提案した知識マネジメントシステムの基本概念は，セーフティケース概念を視軸として構

造化した知識を収納する知識ベース，シンクタンクや研究開発セクターなどの知識創造，ス

タッフのトレーニング，ユーザーであるステークホルダーとのコミュニケーション，全体を

マネジメントするナレッジオフィスなどの機能で構成される 1)-12)。これによって，研究者同

士あるいはステークホルダーと研究者が知識創出・伝達の場となる協働作業を支援する枠組

みを提供することが可能となる。この基本概念を具体化していくために，基本設計として必

要なマネジメント機能や知識ベースの設計，これらの機能の実現に必要な技術・手法の検討

などを行った 13)-17)。 

基本設計では，「開発を進めている地層処分システムが長期的に安全である」ことを主張す

るために構築されるセーフティケースの内容を，主張の根拠となる種々の「論証」とある論

証に対して考えうる「反証」との連鎖で表現すること（以下，「論証モデル」という）により，

知識ベースに格納されている地層処分技術に関する知識が，セーフティケースの構築という

観点からどのように利用されているかをユーザーが理解できるようにするとともに，新たに

生産すべき知識は何かを明らかにすることができるよう工夫した。また，こうした論証モデ

ルによって知識をコンピュータ上で適切に取り扱うためのマネジメント機能（論証支援ツー

ル，知識協働支援ツール，コミュニティ支援ツール）を提示した。 

論証支援ツールには，論証モデルを作成するために必要な論証スキーム（論理構成のパタ

ーンを示したもの），論証に関する仮説生成を支援する機能，論証モデルを表示する機能が含

まれる。知識協働支援ツールは新たな知識の生産に関わる原子力機構の専門家の知識協働の

ためのポータルサイト，コミュニティ支援ツールは実施主体や安全規制機関などの外部の専

門家や非専門家とのコミュニケーションのためのポータルサイトを提供する。これらのポー
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タルサイトを介して，ステークホルダーは，論証モデルなどを参照しつつ，セーフティケー

スの論理構成について議論をし，必要となる知識に関する要望や要求を行うことが可能とな

る。また，これらの機能を通じて新たに生産された知識は知識ベースに追加され，次の論証

モデルの更新に反映される。知識ベースには，データや情報などの知識が収納されるデジタ

ルライブラリ／ストレージサーバーとともに，知識の生産を支援するために必要な専門家の

経験・ノウハウをエキスパートシステムとして体系化したライブラリが含まれる。これらは

共用ユーティリティを介して利用することが可能となる。 

エキスパートシステムライブラリの一つとして，実施主体が段階的に進めるサイト特性調

査において，調査フィールドでの様々な条件や状況変化に応じて柔軟に計画を立案・変更で

きるよう，調査の局面における様々な判断を支援するエキスパートシステムの構築に着手し

ている。このシステムは，処分場の設計や安全評価への情報提供に留意してこれまでに深地

層の研究施設計画などで実施した地質環境調査やその情報に基づく解析評価について，統合

化データフロー18)の形で蓄積してきた経験やノウハウおよび判断根拠に関わる情報をルール

ベース化し，統合化データフローの発展型，「次世代型サイト特性調査情報統合システム

（Information Synthesis and Interpretation System: ISIS）」〔資源エネルギー庁 平成 19

年度地層処分技術調査等委託費（地層処分共通技術調査：地質環境総合評価技術高度化開発）

にて実施〕として開発を行うものである。 

 

3. 今後の展開 

知識マネジメントシステムは，平成 22 年度を目途にプロトタイプを開発し，公開を行って

幅広い利用に供する計画である。これを社会共有の知的財産とするため，ステークホルダー

などのユーザーとの対話を進めながら要望を的確に把握して，システムの設計，構築，試行

を段階的に実施することとしている。このうち，次世代型サイト特性調査統合システムにつ

いては，まず深地層の研究施設計画の第 1 段階の調査研究などで得られた経験・ノウハウの

抽出と分析を踏まえて，地表からの調査・評価に関わる判断支援のエキスパートシステムと

して構築し，第 2 段階以降の調査研究などを通じて引き続き開発を進めることによって，調

査全体を網羅した総合的な調査技術体系として整備していく予定である。地層処分基盤研究

開発調整会議 19)などを通じた研究開発の調整や協力の枠組みの下，他の関連研究開発機関の

成果も適切に知識ベースに反映していくことにより，地層処分技術に関する研究開発の中核

的機関としての役割を果たすことができるものと考えている。 
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